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ＴＰＰへの参加に反対する意見書

安倍首相は３月１５日にＴＰＰ（環太平洋連携協定）への参加を表明し、４月１２日に、

参加に向けた日米事前協議を妥結させました。交渉参加にあたり日米首脳会談で「聖域な

き関税撤廃が前提でないことが明確になった」ので国益を守ることが可能であるとしてい

ます。

しかし「日米共同声明」は、「ＴＰＰのアウトライン」に示された「高い水準の協定を

達成する」ことを明記しており、その内容は関税と非関税障壁の全面撤廃をすることにあ

ります。日米事前協議では、自動車、保険の分野でアメリカの要求を認めたうえ、非関税

障壁についてＴＰＰとは別枠で、二国間交渉を行うことまで譲歩しました。事前協議で国

益を損なう内容を認めた政府に、ＴＰＰ交渉で国益を守れる保障はありません。

ＴＰＰ交渉は、「聖域」といわれている５品目はもとより国民皆保険制度の崩壊、食品

添加物・遺伝子組み換えなど食の安全、さらに官公需の発注、ＩＳＤ条項など多岐にわた

り、国民の安全が守られる保障はありません。政府は交渉参加表明に合わせ影響試算を発

表しました。それによると、輸出拡大などで１０年後にＧＤＰ（国内総生産）を０．６６

％押し上げ、３兆２０００億円の経済効果があるとし、コメなど主要な農産物の関税撤廃

で農業生産が３兆円減少するとしています。経済効果も少なく、国内産業への打撃などに

より失うものがあまりにも大きいといえます。

ＴＰＰについて安倍首相は「国家１００年の計」といっていますが、交渉内容などが国

民に知らされず、国民合意のないまま拙速にＴＰＰに参加することは容認できません。

よって、政府は、事前交渉内容をすべて国民に明らかにし、そのうえでの合意が得られ

るまで「ＴＰＰ交渉参加」もしないことを求めます。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。


